
395 7,500 7,700
指標 セス回数（回）
成果 ふるさと寄附金の寄附件数（件） 543 186 154 500 600
指標

令和元年度に受け入れた寄附件数、ふるさと寄附金額（令和2年度ふるさと納税に関する現況調査より）
他市との ・碧南市　114,730件　2,073,585千円　・安城市　5,519件　61,085千円
比較検証 ・知立市　  1,503件　   49,962千円  ・高浜市　2,689件　72,461千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 30 25 24 52 合計 24,000 円
役務費 24,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 30 25 24 52

職員人件費　② 386 385 373 0

総事業費（①＋②） 416 410 397 52

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

計画推進

基本施策 情報

令

共有
施策体系

施策の内

和

容 広報・広聴の充実

目

２

　
　
　
的

　刈谷が持つ

年

地域資源の魅力を市内

度

外へ発信

主
た
る
内
容

〇

評

ふるさと納税者への返

価

礼品の進呈
し、住みた

）

い、住み続けたい、訪

刈

れてみたい 〇ウェブサ

谷

イトによる刈谷市ふる

市

さと寄附金
まちを目指

事

し、定住人口の増加へ

務

繋げる。 　制度の広報

事

位
置
づ
け

関連計画

根拠

業

法令

対象者 市内外の個

評

人 事業期間 平成２８年

価

度 ～

実施方法 ■直営　

シ

□委託　□指定管理　

ー

□補助・助成　□その

ト

他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実

担

　
績

３０年度実績 元年

当

度実績 ２年度実績 ３年

部

度計画

・ふるさと納税

企

者への返礼品 ・ふるさ

画

と納税者への返礼品 ・

財

ふるさと納税者への返

政

礼品 ・ふるさと納税者

部

への返礼品
　の進呈を

一

実施 　の進呈を実施 　

般

の進呈を実施 　の進呈

会

を実施
  ふるさと寄

計

附金の寄附金額   ふ

刈

るさと寄附金の寄附金

谷

額 　ふるさと寄附金の

の

寄附金額
　　　   

魅

      5,58

力

0,062円 　　　　

発

　　　37,345,

信

017円 　　　　　　

事

　 3,505,27

業

0円
・活用メニューに

担

新型コロナ
　ウイルス

当

感染症拡大防止等
　対

課

策事業を追加

・ふるさ

財

と寄附金の返礼品を選

務

定し、平成28年8月

課

1日から寄附者への進

款

呈を開始した。

成果
・

項

刈谷のことを知ってい

目

ただき関心を持ってい

担

ただくというシティセ

当

ールスを展開した。

総

係

務省による制度の見直

財

しに伴い、ふるさと納

政

税の利用機会の減少に

係

つながるおそれがある

2

。

課題

指標名称（単位

1

）
実績値 目標値

３０年

2

度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 刈谷市ウェブサイト（ふるさと寄附金制度）のアク 7,432 5,561 4,



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　近年ふるさと納税に対す

令

る国民の関心は急激に

和

高まって
・法的業務

高

３

い
いるため、市民はも

年

とより、市外在住の個

度

人に対し、刈谷
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要 市のふるさと寄附金

和

制度についてアピール

２

する必要がある｡
・市

年

民生活上必要である　

度

など

　返礼品の購入及

評

び管理等について、多

価

数の寄附者を見込
・コ

）

ストの節減、費用対効

刈

果
普通

む亀城公園等整

谷

備事業は外部委託、そ

市

の他の寄附メニュー
効

事

率性 ・執行体制の効率

務

性 では財務課が直営で

事

行うことで、事務量を

業

勘案した無駄の
・手段

評

の最適性　など ない事

価

業展開を行った。

　市

シ

への寄附金及び税控除

ー

に関する事務であるた

ト

め、市が
・市が主体と

（

なって実施する
高い

主

様

体となって実施するこ

式

とについては妥当であ

２

る。
妥当性 　べき事業

）

であるか
・総合計画と

会

の整合性　など

　ふる

計

さと寄附金のメニュー

名

の中でも最重点事業で

担

ある亀

施策への ・施策

当

への貢献度
高い

城公園

部

等整備事業への寄附が

企

多く、シティセールス

画

の推進
・目標達成度 に

財

大きく貢献している。

政

貢献度 ・市民サービス

部

への効果　など

今後の

一

方向性 □拡充　■現状

般

維持　□改善・効率化

会

　□縮小　□終期設定

計

　□休止・廃止

　総務

刈

省の指針を鑑み、ふる

谷

さと納税の趣旨に基づ

の

き、今後も引き続きシ

魅

ティセールスを積極的

力

に展開する。

発信事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

担

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

当

価
　
∨

課 財務課

款 項 目 担当係 財政係

2 1 2



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 346,398 0 合計 346,397,850 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 346,397,850 円

一般財源 0 0 346,398 0

職員人件費　② 0 0 388 0

総事業費（①＋②） 0 0 346,786 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 市民

令

生活
施策体系

施策の内

和

容 消費者の保護・育成

２

目
　
　
　
的

　新型コロ

年

ナウイルスの感染拡大

度

による市民

主
た
る
内
容

評

〇上下水道事業会計で

価

実施する水道料金の基

）

及び事業者の生活への

刈

影響を鑑み、水道料金

谷

　本料金及び下水道使

市

用料の基本使用料のう

事

及び下水道使用料の減

務

免事業を支援すること

事

　ち4か月分を減免す

業

る事業への補助
で、市

評

民及び事業者の生活支

価

援と上下水道事
業の経

シ

営の健全性を維持する

ー

。

位
置
づ
け

関連計画

根

ト

拠法令 地方公営企業法

（

（第１７条の３）

対象

様

者 市民及び事業者 事業

式

期間 令和２年度 ～ 令和

１

２年度

実施方法 ■直営

）

　□委託　□指定管理

会

　□補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 企画財政

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

３０年度実績 元

一

年度実績 ２年度実績 ３

般

年度計画

　 　 ・水道事

会

業会計及び下水道事 　

計

　 　 　業会計への補助

市

　
　 　 　
　 　 　
　　　

民

――――――― 　　　

生

――――――― 　　　

活

―――――――

　全国

支

に先駆けて減免のため

援

水道事業会計及び下水

事

道事業会計への補助を

業

行い、市民及び事業者

担

の生活支援と経営の健

当

全

成果
性の維持を行っ

課

た。

　今後については

財

、新型コロナウイルス

務

感染拡大の市民及び事

課

業者への影響を踏まえ

款

、社会情勢から時期や

項

内容を国や県

と調整し

目

検討する必要がある。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

３０年度

係

元年度 ２年度 ３年度 ５

財

年度

活動 水道料金の基

政

本料金の免除件数（件

係

） ― ― 116,171

2

― ―
指標
活動 下水道使

1

用料の基本使用料の免

1

除件数（件） ― ― 96

4

,405 ― ―
指標

・碧南市、安城市、知立市、高浜市　水道料金の基本料金の４か月分を減免
他市との
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　新型コロナウイルスの感

令

染拡大による影響は大

和

きく、市
・法的業務

高

３

い
民及び事業所を支援

年

するうえで必要な補助

度

である。
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要
・市

令

民生活上必要である　

和

など

　市民及び事業者

２

の生活支援と経営の健

年

全性の維持が図れ
・コ

度

ストの節減、費用対効

評

果
普通

るため、費用対

価

効果がある。
効率性 ・

）

執行体制の効率性
・手

刈

段の最適性　など

　コ

谷

ロナ禍での財政支援策

市

として、市が実施すべ

事

き事業で
・市が主体と

務

なって実施する
普通

あ

事

る。
妥当性 　べき事業

業

であるか
・総合計画と

評

の整合性　など

　水道

価

料金及び下水道使用料

シ

の減免は生活支援とな

ー

る補助

施策への ・施策

ト

への貢献度
高い

であり

（

市民サービスへの効果

様

がある。
・目標達成度

式

貢献度 ・市民サービス

２

への効果　など

今後の

）

方向性 □拡充　□現状

会

維持　□改善・効率化

計

　□縮小　□終期設定

名

　■休止・廃止

　新型

担

コロナウイルス感染症

当

等の影響を鑑み、令和

部

2年度5月検針分から

企

4か月分を減免した。

画財政部

Ｃ
 
　
Ｈ
 

一

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

般

∧
　
評
　
価
　
∨

会計
市民生活支援事業

担当課 財務課

款 項 目 担当係 財政係

2 1 14



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 9 10,011 合計 8,778 円
旅費 8,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 3,050 需用費 178 円

一般財源 0 0 9 6,961

職員人件費　② 0 0 0 1,507

総事業費（①＋②） 0 0 9 11,518

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

災害に強いまちづくり

２

目
　
　
　
的

　官民の境

年

界を確認することによ

度

り、災害等

主
た
る
内
容

評

　南海トラフ地震発生

価

時の津波浸水想定区域

）

により地形に変化が生

刈

じた際、道路等の社会

谷

として、平成27年度

市

に国土交通省により都

事

市
基盤の早期復旧・復

務

興に資する。 部官民境

事

界基本調査が実施され

業

た地区におい
て街区境

評

界調査を実施し、官民

価

境界を確認す
る。

位
置

シ

づ
け

関連計画

根拠法令

ー

国土調査法

対象者 事業

ト

期間 令和２年度 ～ 令和

（

１１年度

実施方法 □直

様

営　■委託　□指定管

式

理　□補助・助成　■

１

その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業

画

　
実
　
績

３０年度実績

財

元年度実績 ２年度実績

政

３年度計画

　 　 ・担当

部

者会議出席　　　 ・街

一

区境界調査委託
　 　 ・

般

担当者研修会出席   

会

小垣江西部地区　0.

計

18㎢
　 　 ・予算要望

地

説明会出席
　 　
　　　

籍

――――――― 　　　

調

―――――――

本年度

査

は事業開始年度であり

実

、県が開催する担当者

施

会議や研修会に参加す

事

ることで実務に必要な

業

知識を習得し、円滑な

担

事

成果
業開始に繋げる

当

ことができた。

制度の

課

内容が本年度途中で変

財

更されたが、工程管理

務

、検査、認証などに関

課

する規程や要領などが

款

国から示されず、仕様

項

内

容を検討することが

目

できなかった。
課題

指

担

標名称（単位）
実績値

当

目標値

３０年度 元年度

係

２年度 ３年度 ５年度

活

財

動 調査実施割合（％）

産

― ― 0.0 30.0 7

管

0.0
指標

指標
各市の

理

地理的条件や実施する

係

調査の種類に相違があ

8

るため、比較検証は困

1

難である。
他市との
比

1

較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地籍調査は、国土調査

令

法に基づく国土調査の

和

一つとして
・法的業務

３

普通
実施するものであ

年

り、災害時の早期復旧

度

・復興や、境界を
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 巡るトラブルの発

和

生等を防止するために

２

有益である。
・市民生

年

活上必要である　など

度

　現地での測量調査や

評

調査図の作成が必要で

価

あるため、専
・コスト

）

の節減、費用対効果
普

刈

通
門的な知識や経験を

谷

有する土地家屋調査士

市

への外部委託が
効率性

事

・執行体制の効率性 必

務

要となる。
・手段の最

事

適性　など

　地籍調査

業

は自治事務として、市

評

が主体となって実施す

価

る
・市が主体となって

シ

実施する
普通

ものであ

ー

る。
妥当性 　べき事業

ト

であるか
・総合計画と

（

の整合性　など

　官民

様

の境界を確認すること

式

により、公共事業の円

２

滑な進

施策への ・施策

）

への貢献度
普通

捗や、

会

境界を巡るトラブルの

計

解消などが見込まれる

名

。
・目標達成度

貢献度

担

・市民サービスへの効

当

果　など

今後の方向性

部

□拡充　■現状維持　

企

□改善・効率化　□縮

画

小　□終期設定　□休

財

止・廃止

　調査の内容

政

は災害発生後、復興の

部

迅速化に資するもので

一

あり、事業の基本とな

般

る事業計画書の作成を

会

着実に実施し
ていく必

計

要がある。

地籍調査

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

実

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

施

　
∨

事業
担当課 財務課

款 項 目 担当係 財産管理係

8 1 1



加や市税等収入減少による基金残高の減少が予想されるなかで、歳出の減額補

正や国・県補助金、起債の活用等新たに財源を確保することで、取崩額の縮減に努め、基金の適正な活用を図っていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 基金取崩額（千円） 0 0 2,426,632 4,000,000 1,500,000
指標

 
指標

各市の令和元年度末現在
他市との ・岡崎市　11,989,162千円・碧南市　5,211,090千円・豊田市　37,100,000千円・安城市　  5,868,311千円
比較検証 ・西尾市　 6,818,608千円・知立市　1,350,881千円・高浜市　 1,664,372千円・みよし市　7,996,265千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,476 918,416 1,140,892 8,011 合計 1,140,891,866 円
積立金 1,140,891,866 円

財
　
源

特定財源 10,476 14,765

Ｄ

15,208 8,01

　

1

一般財源 0 903,

　

651 1,125,6

　

84 0

職員人件費　②

Ｏ

386 385 373 3

　

77

総事業費（①＋②

　

） 10,862 918

∧

,801 1,141,

　

265 8,388

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

実

：千円） 0 ２年度特定

　

財源名称

２年度までの

　

累積事業費 0 財政調整

施

基金積立金利子

４年度

　

以降の事業費見込 0

　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

令

政経営
施策体系

施策の

和

内容 健全な財政運営

目

２

　
　
　
的

　予期しない

年

収入減少や支出増加と

度

いった年

主
た
る
内
容

　

評

財源不足が生じる年度

価

に取り崩し活用する
度

）

間の財源の不均衡を調

刈

整し、財政上の不測 た

谷

め、財政調整基金に運

市

用収入等を積み立て
の

事

事態に備え基金を積み

務

立てる。 る。

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令 地

業

方財政法、財政調整基

評

金条例

対象者 対象者を

価

限定しない 事業期間 昭

シ

和４４年度 ～

実施方法

ー

■直営　□委託　□指

ト

定管理　□補助・助成

（

　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事

当

　
業
　
実
　
績

３０年度

部

実績 元年度実績 ２年度

企

実績 ３年度計画

・積立

画

額 ・積立額 ・積立額 ・

財

積立予定額
　　　 　

政

　　10,475,5

部

88円  　　　 　　

一

918,416,42

般

1円 　　      

会

1,140,891,

計

866円 　　　 　　

財

　 8,011,00

政

0円
・取崩額 ・取崩額

調

・取崩額 ・取崩予定額

整

　　　　　     

基

       0円 　

金

　　　　      

積

      0円 　　

立

　　　2,426,6

事

32,000円 　　　

業

　　4,000,00

担

0,000円
・年度末

当

現在高 ・年度末現在高

課

・年度末現在高 ・年度

財

末現在高見込み
　　　

務

　　8,777,02

課

1,800円 　　　　

款

　9,695,438

項

,221円 　　　　　

目

8,409,698,

担

087円　　　　　　

当

4,417,709,

係

087円

新型コロナウ

財

イルス感染症対策関連

政

事業費等補正予算の編

係

成にあたり、財政調整

2

基金約24億円の取崩

1

しを計上することで

成

7

果
、各事業を滞りなく実施することができた。

コロナ禍において、感染対策費用等支出増



 424,325円

普通財産を適正管理するため、草刈及び樹木伐採を行った。また、不用な普通財産について鑑定評価や測量・分筆登記を

成果
実施し、入札を行った。

普通財産の処分方法や貸付等を検討し、財産収入の増加を図る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 普通財産の処分（件） 1 1 1 1 1
指標

 
指標

普通財産の所有状況等の違いにより、委託件数や費用の比較が困難である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,083 2,553 1,503 9,856 合計 1,502,992 円
委託料 1,502,992 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 6,000

一般財源 1,083 2,553 1,503 3,856

職員人件費　② 6,944 6,931 6,720 6,780

総事業費（①＋②） 8,027 9,484 8,223 16,636

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの

Ｄ

累積事業費 0

４年度以

　

降の事業費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 行政経

令

営
施策体系

施策の内容

和

健全な財政運営

目
　
　

２

　
的

　公有財産を適切

年

に管理することにより

度

、財

主
た
る
内
容

　刈谷

評

市が所有する土地につ

価

いて、草刈業務
産を有

）

効活用し行財政の効率

刈

化を図る。 や公有財産

谷

の取得・処分に必要な

市

不動産鑑定
業務を委託

事

する。また、財産を有

務

効活用する
ためにイン

事

ターネット公売を行う

業

。

位
置
づ
け

関連計画  

評

根拠法令 刈谷市財産管

価

理規則

対象者 対象者を

シ

限定せず 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　■委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

部

０年度実績 元年度実績

企

２年度実績 ３年度計画

画

・不動産鑑定委託 ・草

財

刈等委託、樹木伐採委

政

託 ・不動産鑑定委託 ・

部

不動産鑑定委託予定額

一

　　　　　　1件　2

般

22,480円 　　　

会

　　3件　1,714

計

,864円 　　　　　

財

　1件　330,00

産

0円 　　　　　　　 

管

　500,000円
・

理

草刈等委託額 ・土地境

事

界確定測量委託 ・草刈

業

等委託 ・草刈等委託予

担

定額
　　　　　　3件

当

  503,980円

課

　　　　　1件 　 

財

464,563円 　　

務

　　　　2件　667

課

,245円 　　　　　

款

　　 1,500,0

項

00円
・土地境界確定

目

測量委託 ・市有地柵設

担

置工事 ・測量委託額

当

・測量委託予定額
　　

係

　　　　1件　321

財

,310円      

産

     1件   

管

 374,000円 　

理

　　　　　1件　50

係

5,747円 　　　　

2

　　　 1,000,

1

000円
・駐車場チェ

9

ーン取付工事 ・市有地柵補修工事予定額 
            1件   35,640円                 



する車両は車検、点検を適切に行い故障によるトラブルの防止に努めた。　

・各課等が行う車両の更新や新規事業に伴う車両増により全体の保有車両台数の維持が難しい。

・公用車の事故による修理費削減の対策を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 保有車両台数（台） 189 198 191 189 189
指標
成果 共用車両利用率（昼間8:30～17:15）（％） 74.6 74.7 65.4 66.0 66.0
指標

1台あたりの職員数（人／台）
他市との 　刈谷市：5.55　碧南市：6.92　安城市：3.59　知立市：7.79　高浜市：5.33 (令和2年度末現在)
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,186 25,895 21,451 27,201 合計 21,450,807 円
需用費 6,573,675 円

財
　
源

特定財源 1,278 1,113 393 470 役務費 2,277,362 円
委託料 6,458,0

Ｄ

24 円

一般財源 23

　

,908 24,782

　

21,058 26,7

　

31 使用料及び賃借料

Ｏ

5,641,746 

　

円

職員人件費　② 7,

　

716 7,702 7,

∧

466 7,533 負担

　

金、補助及び
交付金 7

　

0,000 円

総事業

実

費（①＋②） 32,9

　

02 33,597 28

　

,917 34,734

施

公課費 430,000

　

 円

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ２

∨

年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 自動車事故共済保険金収入
その他の雑入

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

計画推進

基本施策 行政

令

経営
施策体系

施策の内

和

容 健全な財政運営

目
　

２

　
　
的

　公務を安全か

年

つ迅速、効率的に遂行

度

するた

主
た
る
内
容

　公

評

用車の運行管理に係る

価

事務や市所有のバ
めに

）

必要な公用車を保有し

刈

、車両を適切に管 ス運

谷

行業務について運転業

市

務を委託する。
理する

事

ことにより有効に活用

務

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画  

根拠法令 刈谷市自

業

動車等運行管理規程

対

評

象者 市職員 事業期間 ～

価

実施方法 ■直営　■委

シ

託　□指定管理　□補

ー

助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

担

３０年度実績 元年度実

当

績 ２年度実績 ３年度計

部

画

・購入車両 14台

企

・購入車両 16台 ・

画

購入車両　16台 ・購

財

入予定車両　7台
　う

政

ち新規車両 2台 　う

部

ち更新車両 16台  

一

 うち新規車両　1台

般

　うち更新車両  6

会

台
　うち更新車両 1

計

2台 ・売却車両 8台

自

　うち更新車両　15

動

台 　うち新規車両　1

車

台
・寄付新規車両 1

管

台 ・年度末保有車両 

理

198台 ・外部団体貸

事

与　7台 ・売却予定車

業

両　9台
・売却車両 

担

11台 　うち共用車両

当

 50台 ・売却車両　

課

16台
・外部団体貸与

財

 3台 　うち各課等所

務

管台数 148台 ・

課

廃車　1台
 ・年度末

款

保有車両 191台
・

項

年度末保有車両 19

目

0台 　うち共用車両 

担

51台
　うち共用車両

当

 50台 　うち各課等

係

所管台数 140台 

財

　うち各課等所管車両

産

 140台
・業務を効

管

率的に行うために適正

理

な公用車台数を確保す

係

るとともに、利用率等

2

を勘案して削減可能な

1

車両を売却した。

成果

9

・車両更新の際、環境面や維持管理費の観点から業務上支障がない車両の軽自動車への切替えを行った。

・保有



0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

 
指標

市の規模や事業内容の違いにより、必要車両台数等を比較することが困難である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,174 4,821 13,919 1,440 合計 13,918,565 円
役務費 215,301 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 備品購入費 13,703,264 円

一般財源 9,174 4,821 13,919 1,440

職員人件費　② 1,157 1,155 1,120 1,130

総事業費（①＋②） 10,331 5,976 15,039 2,570

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 計画推進

基本施策 行

令

政経営
施策体系

施策の

和

内容 効率的な行政運営

２

目
　
　
　
的

　老朽化し

年

た公用車を更新するこ

度

とにより、

主
た
る
内
容

評

　古くなった公用車の

価

適宜更新や新規に必要

）

職員の安全運行と、環

刈

境に配慮した低公害車

谷

となった車両の購入を

市

行う。使用状況を考慮

事

の導入を進める。 した

務

上で可能な場合は軽自

事

動車への買い替え
を行

業

い、経費削減を図る。

評

位
置
づ
け

関連計画  

根

価

拠法令 刈谷市自動車等

シ

運行管理規程

対象者 市

ー

職員 事業期間 ～

実施方

ト

法 ■直営　□委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

３０年

企

度実績 元年度実績 ２年

画

度実績 ３年度計画

・ク

財

ラウン　      

政

  1台 ・プロボック

部

スバン　3台 ・プロボ

一

ックスバン　　4台 ・

般

普通乗用車　1台
・プ

会

ロボックスバン　1台

計

・ミライース　　　　

自

1台 ・タウンエースバ

動

ン　　1台
・ミライー

車

ス　　    1台 ・

購

ライズ　　　　　　　

入

1台
・ハイゼットカー

等

ゴ　1台 ・ダイナ　　

事

　　　　　1台
・ミラ

業

イース　　　　　3台

担

・ハイゼットトラック

当

　1台

必要車両を適宜

課

購入した。

成果
公用車

財

更新基準に基づき、導

務

入後の経過年数に加え

課

、費用面も考慮して更

款

新台数を決定すること

項

で、各年度の公用車更

目

新

に係る費用の平準化

担

を図った。

引き続き、

当

最適な車両台数を把握

係

し、業務に支障がない

財

ように努める必要があ

産

る。また、車種の選定

管

についても、業務に

最

理

適な車種を選択できる

係

よう努める必要がある

2

。
課題

指標名称（単位

1

）
実績値 目標値

３０年

9

度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 低公害車、低排出ガス・低燃費車の購入（％） 100.



値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

指標

指標
用紙や封筒の使用状況等の違いにより、必要数や費用の比較が困難である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,922 2,864 4,362 2,845 合計 4,361,541 円
需用費 2,515,715 円

財
　
源

特定財源 0 0 400 0 役務費 151,526 円
備品購入費 1,694,300 円

一般財源 2,922 2,864 3,962 2,845

職員人件費　② 1,080 1,078 1,045 1,055

総事業費（①＋②） 4,002 3,942 5,407 3,900

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 南海トラフ地震等対策事業費
補助金

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 計画推進

基本

令

施策 行政経営
施策体系

和

施策の内容 効率的な行

２

政運営

目
　
　
　
的

　各

年

課等で共通に使用する

度

物品等を一元管理

主
た

評

る
内
容

　集中管理物品

価

及び調達物品を適切に

）

管理し､
することによ

刈

り、事務の効率化と経

谷

費の削減 必要に応じて

市

修繕や在庫補充等を行

事

う。
を図る。

位
置
づ
け

務

関連計画

根拠法令 刈谷

事

市財産管理規則

対象者

業

市職員 事業期間 ～

実施

評

方法 ■直営　□委託　

価

□指定管理　□補助・

シ

助成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

名

年度実績 元年度実績 ２

担

年度実績 ３年度計画

・

当

消耗品 ・消耗品 ・消耗

部

品 ・印刷製本費
　ポー

企

タブルスピーカー購入

画

　ＩＣレコーダー、 　

財

DVDプレーヤー 　2

政

,336千円(予定額

部

)
・備品 　ポータブル

一

拡声器購入 ・備品
　デ

般

ジタルカメラ購入 ・備

会

品 　次亜塩素酸水生成

計

器、
・印刷製本費 　デ

集

ジタルカメラ、アンプ

中

、 　顔認証サーマルカ

管

メラシス
　2,288

理

千円 　自転車購入 　テ

物

ム、非接触温度計購入

品

※平成30年度より「

等

調達物品 ・印刷製本費

管

・印刷製本費
　管理事

理

業」等の予算を集約 　

事

2,201千円 　2,

業

134千円
　して実施

担

　

調達用消耗品や封筒

当

を必要数用意した。

成

課

果
封筒に市のマスコッ

財

トキャラクター、キャ

務

ッチフレーズや刈谷市

課

制施行７０周年記念ロ

款

ゴマークを印刷し、刈

項

谷の魅力の

ＰＲに貢献

目

した。

適正な必要個数

担

の把握・指導に努めな

当

ければならない。

封筒

係

の印刷においては、ロ

財

ゴマークやキャッチフ

産

レーズの更新と連動す

管

る必要があり、各課等

理

の在庫状況や必要時期

係

に応
課題

じて払出数が

2

変動するため、在庫の

1

管理が難しい。

指標名

9

称（単位）
実績値 目標


